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一 般 会 計



議案第4号

令 和 ５ 年 度 長 岡 市 一 般 会 計 予 算

　令和５年度長岡市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ129, 987, 000千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（継　続　費）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第212条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２

表　継続費」による。

（債務負担行為）

第３条　　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３

表　債務負担行為」による。

（地　方　債）

第4条　　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、

利率及び償還の方法は、「第4表　地方債」による。

（一時借入金）

第５条　　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、25, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条　　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　市 税 ３７，８０５，０００

１　市 民 税 １６，０９０，０００

２　固 定 資 産 税 １６，８4２，０００

３　軽 自 動 車 税 ９９０，０００

4　市 た ば こ 税 １，７５０，００１

５　鉱 産 税 ５００，００１

６　入 湯 税 ３５，００１

７　都 市 計 画 税 １，５９７，９９７

２　地 方 譲 与 税 １，２２０，００１

１　地 方 揮 発 油 譲 与 税 ３１０，０００

２　自 動 車 重 量 譲 与 税 ８4０，０００

３　地 方 道 路 譲 与 税 １

4　森 林 環 境 譲 与 税 ７０，０００

３　利 子 割 交 付 金 １０，０００

１　利 子 割 交 付 金 １０，０００

４　配 当 割 交 付 金 ３８０，０００

１　配 当 割 交 付 金 ３８０，０００

５　株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １５０，０００

１　株式等譲渡所得割交付金 １５０，０００

６　法 人 事 業 税 交 付 金 ７００，０００

１　法 人 事 業 税 交 付 金 ７００，０００

７　地 方 消 費 税 交 付 金 ７，７００，０００

１　地 方 消 費 税 交 付 金 ７，７００，０００

８　ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ３０，０００

１　ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ３０，０００

９　環 境 性 能 割 交 付 金 ６５，０００

１　環 境 性 能 割 交 付 金 ６５，０００

10　地 方 特 例 交 付 金 ３２５，０００

１　地 方 特 例 交 付 金 ２９８，０００

２　新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金 ２７，０００

11　地 方 交 付 税 ２６，４９０，０００

１　地 方 交 付 税 ２６，4９０，０００

款 項 金　　　　　　　　　額

１２　交通安全対策特別交付金 ３０，０００

１　交通安全対策特別交付金 ３０，０００

１３　分 担 金 及 び 負 担 金 ７７９，６０９

１　分 担 金 ５，３６８

２　負 担 金 ７７4，２4１

１４　使 用 料 及 び 手 数 料 １，７３８，３２４

１　使 用 料 ７4９，１８５

２　手 数 料 ９８９，１３９

１５　国 庫 支 出 金 １７，１７６，７６５

１　国 庫 負 担 金 １２，０８８，２９７

２　国 庫 補 助 金 ５，０３６，０３4

３　委 託 金 ５２，4３4

１６　県 支 出 金 ９，１００，６０１

１　県 負 担 金 ５，３７4，５９５

２　県 補 助 金 ３，０８９，4２９

３　委 託 金 ６３６，５７７

１７　財 産 収 入 ３０９，０３９

１　財 産 運 用 収 入 ２１０，4０８

２　財 産 売 払 収 入 ９８，６３１

１８　寄 附 金 ２，６００，００３

１　寄 附 金 ２，６００，００３

１９　繰 入 金 ３，６８６，４７３

１　基 金 繰 入 金 ３，６８６，4７３

２0　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

２１　諸 収 入 ８，０２０，５８４

１　延滞金、加算金及び過料 4８，００１

２　市 預 金 利 子 ５０

３　貸 付 金 元 利 収 入 ６，７８３，３44

4　受 託 事 業 収 入 ２，３８１

５　雑 入 １，１８６，８０８

２２　市 債 １１，６７０，６００

１　市 債 １１，６７０，６００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １２９，９８７，０００
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　歳　　　出
� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　議 会 費 ５３５，０７９

１　議 会 費 ５３５，０７９

２　総 務 費 １７，４３６，７４２

１　総 務 管 理 費 １５，３２１，３4８

２　徴 税 費 ８4３，4３１

３　戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ８９８，７５２

4　選 挙 費 ２4９，７８4

５　統 計 調 査 費 ３９，３００

６　監 査 委 員 費 ８4，１２７

３　民 生 費 ４１，５５７，８８７

１　社 会 福 祉 費 １９，4１５，６９８

２　児 童 福 祉 費 ２０，０９５，６4１

３　生 活 保 護 費 ２，０4６，５4８

４　衛 生 費 ８，８７９，９３０

１　保 健 衛 生 費 4，２２１，５６９

２　清 掃 費 4，２６０，６８６

３　上 水 道 費 ３９７，６７５

５　労 働 費 ３３０，６４３

１　労 働 諸 費 ３３０，６4３

６　農 林 水 産 業 費 ３，１５５，３４７

１　農 業 費 ２，９２６，９５4

２　林 業 費 ２００，１２５

３　水 産 業 費 ２８，２６８

７　商 工 費 ４，８８１，４８７

１　商 工 費 4，８８１，4８７

８　土 木 費 ２０，３７７，１７１

１　土 木 管 理 費 １，０６4，１７３

２　道 路 橋 り ょ う 費 ６，２９4，２３５

３　河 川 費 4９０，７０１

4　港 湾 費 ３，4７８

５　都 市 計 画 費 ８，００７，２７０

６　住 宅 費 4，５１７，３１4

款 項 金　　　　　　　　　額

９　消 防 費 ７，２０７，３２７

１　消 防 費 ７，２０７，３２７

10　教 育 費 ９，５２９，４６５

１　教 育 総 務 費 ２，１５３，１4２

２　小 学 校 費 ２，９３５，０００

３　中 学 校 費 １，６８０，３３０

4　幼 稚 園 費 44，4６８

５　総 合 支 援 学 校 費 １６６，２１６

６　社 会 教 育 費 １，２９７，９９２

７　保 健 体 育 費 １，２５２，３１７

11　公 債 費 １６，０４５，９２２

１　公 債 費 １６，０4５，９２２

12　予 備 費 ５０，０００

１　予 備 費 ５０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １２９，９８７，０００
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第 ２ 表　　継 　 続 　 費

� （単位　千円）　

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

２　総 務 費 １　総 務 管 理 費 栃尾支所庁舎移転事業 515, 000

令和５年度 329, 600

令和６年度 185, 400

３　民 生 費 ２　児 童 福 祉 費
東 川 口 保 育 園�
移 転 改 築 事 業

930, 000

令和５年度 158, 100

令和６年度 771, 900

８　土 木 費 ５　都 市 計 画 費
米 百 俵 プ レ イ ス�
ミ ラ イ エ 長 岡 東 館�
整 備 事 業

5, 037, 807

令和５年度 288, 801

令和６年度 2, 546, 635

令和７年度 2, 202, 371

８　土 木 費 ５　都 市 計 画 費
米百俵プレイス東館�
整 備 事 業

1, 528, 401

令和５年度 104, 590

令和６年度 761, 965

令和７年度 661, 846
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第 ３ 表　　債務負担行為

� （単位　千円）　

事 項 期 間 限 度 額

長岡地域土地開発公社の中之島中央産業団地整備事
業用地造成資金借入れに対する債務保証

令 和 ５ 年 度 か ら�
令 和 ９ 年 度 ま で

323, 306

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業経営支援借換
対応特別融資について行う信用保証に対する損失補
償

令 和 ５ 年 度 か ら�
令 和 15 年 度 ま で

3, 750

新潟県信用保証協会が長岡市中小企業連鎖倒産防止
対策資金について行う信用保証に対する損失補償

令 和 ５ 年 度 か ら�
令 和 15 年 度 ま で

1, 650

「長岡産業交流会館」改修工事の元利償還金補助
令 和 ５ 年 度 か ら�
令 和 15 年 度 ま で

68, 000

内部情報系システム運用等委託料
令 和 ５ 年 度 か ら�
令 和 12 年 度 ま で

600, 000

長岡花火継続支援事業費 令 和 ５ 年 度 450, 000

文化財保存活用地域計画作成支援業務委託料
令 和 ５ 年 度 か ら�
令 和 ７ 年 度 ま で

11, 000
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第 4 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　 � （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

庁 舎 等 整 備 事 業 13, 900

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5. 0 ％ 以 内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる政府
資金等について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

政府資金については、その融資
条件による。銀行その他の場合
は、その債権者と協定する。た
だし、市財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮もしく
は繰上償還又は借換えをするこ
とができる。

普 通 財 産 整 備 事 業 54, 000

支 所 庁 舎 整 備 事 業 385, 800

長 岡 造 形 大 学 整 備 事 業 95, 000

地 域 情報通信基盤整備事業 261, 500

リ リ ッ ク ホ ー ル 整 備 事 業 112, 500

文 化 セ ン タ ー 整 備 事 業 337, 500

ア オ ー レ 長 岡 整 備 事 業 2, 000

町 内 公 民 館 整 備 事 業 18, 200

コミュニティセンター整備事業 562, 100

地 域 会 館 等 整 備 事 業 2, 100

旧 公 民 館 解 体 事 業 2, 200

栃尾地域交流拠点施設整備事業 236, 300

与板地域交流拠点施設（仮称）整備事業 25, 900

長 岡 戦 災 資 料 館 整 備 事 業 42, 300

老 人 福 祉 施 設 整 備 事 業 81, 300

デイサービスセンター整備事業 39, 200

社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業 24, 000

保 育 所 整 備 事 業 173, 200

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業 50, 400

児童館・児童クラブ整備事業 1, 300

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

診 療 体 制 整 備 事 業 4, 500

共 同 墓 整 備 事 業 19, 500

健 康 セ ン タ ー 整 備 事 業 13, 500

廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 事 業 142, 100

旧 廃 棄物処理施設解体事業 33, 900

県 営 土 地 改 良 事 業 217, 600

団 体 営 土 地 改 良 事 業 29, 100

林 業 施 設 整 備 事 業 22, 600

畜 産 業 施 設 解 体 事 業 9, 000

観 光 施 設 整 備 事 業 37, 300

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 2, 372, 000

河 川 整 備 事 業 351, 400

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 13, 900

街 な み 環 境 整 備 事 業 52, 500

交 通 関 連 施 設 整 備 事 業 30, 700

市 街 地 再 開 発 事 業 1, 562, 000

公 園 整 備 事 業 67, 200

駐 車 場 整 備 事 業 1, 400

公 営 住 宅 建 設 事 業 110, 800

消 防 施 設 整 備 事 業 566, 400

水 防 施 設 整 備 事 業 27, 000
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議案第５号

令和５年度長岡市国民健康保険事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ23, 150, 700千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条　　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、3, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条　　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　２款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

除 雪 機 械 整 備 事 業 59, 700

道 路 消雪施設整備補助事業 88, 200

投 流 雪 施 設 整 備 事 業 4, 500

小 学 校 整 備 事 業 218, 900

中 学 校 整 備 事 業 101, 300

総 合 支 援 学 校 整 備 事 業 700

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 136, 600

体 育 施 設 整 備 事 業 258, 500

過疎地域持続的発展特別事業 194, 000

臨 時 財 政 対 策 債 1, 600, 000

借 換 債 803, 100

計 11, 670, 600

� （単位　千円）　

―�特 1�――�10�―



国民健康保険事業特別会計



議案第５号

令和５年度長岡市国民健康保険事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ23, 150, 700千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条　　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、3, 000, 000千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条　　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。

　　２款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

除 雪 機 械 整 備 事 業 59, 700

道 路 消雪施設整備補助事業 88, 200

投 流 雪 施 設 整 備 事 業 4, 500

小 学 校 整 備 事 業 218, 900

中 学 校 整 備 事 業 101, 300

総 合 支 援 学 校 整 備 事 業 700

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 136, 600

体 育 施 設 整 備 事 業 258, 500

過疎地域持続的発展特別事業 194, 000

臨 時 財 政 対 策 債 1, 600, 000

借 換 債 803, 100

計 11, 670, 600

� （単位　千円）　
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　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ２６６，０５５

１　運 営 協 議 会 費 ５０３

２　総 務 管 理 費 ２２５，８７２

３　医療費適正化特別対策事業費 ２０，4７１

4　保 険 料 徴 収 費 １９，２０９

２　保 険 給 付 費 １７，０５０，０６４

１　療 養 諸 費 １６，９７５，９５３

２　移 送 費 １００

３　出 産 育 児 一 時 金 4５，０１９

4　葬 祭 費 ２６，０５０

５　傷 病 手 当 金 ２，９4２

３　国民健康保険事業費納付金 ５，５１６，５００

１　医 療 給 付 費 ３，６７７，８９０

２　介 護 納 付 金 ３９７，５4２

３　後 期 高 齢 者 支 援 金 １，44１，０６８

４　保 健 事 業 費 ２２７，８８７

１　保 健 事 業 費 ２２７，８８７

５　基 金 積 立 金 ３２

１　基 金 積 立 金 ３２

６　公 債 費 ５，２４２

１　公 債 費 ５，２4２

７　諸 支 出 金 ８３，９２０

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ２4，９６５

２　繰 出 金 ５８，９５５

８　予 備 費 １，０００

１　予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２３，１５０，７００

第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　国 民 健 康 保 険 料 ３，７４７，５４９

１　国 民 健 康 保 険 料 ３，７4７，５4９

２　国 民 健 康 保 険 税 ８３

１　国 民 健 康 保 険 税 ８３

３　使 用 料 及 び 手 数 料 １，９１９

１　手 数 料 １，９１９

４　国 庫 支 出 金 １，１４９

１　国 庫 補 助 金 １，１4９

５　県 支 出 金 １７，３３２，７６５

１　県 補 助 金 １７，３３２，７６５

６　財 産 収 入 ３２

１　財 産 運 用 収 入 ３２

７　繰 入 金 ２，０１６，５１６

１　一 般 会 計 繰 入 金 １，９１６，５１６

２　基 金 繰 入 金 １００，０００

８　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

９　諸 収 入 ５０，６８６

１　延滞金、加算金及び過料 ２4，９１０

２　雑 入 ２５，７７６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２３，１５０，７００
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国民健康保険寺泊診療所事業特別会計



議案第６号

令和５年度長岡市国民健康保険寺泊診療所事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の国民健康保険寺泊診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ92, 100千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　診 療 収 入 ３３，０３６

１　外 来 収 入 ３１，７８５

２　そ の 他 の 診 療 収 入 １，２５１

２　使 用 料 及 び 手 数 料 ８４

１　使 用 料 4

２　手 数 料 ８０

３　繰 入 金 ５８，９５５

１　他 会 計 繰 入 金 ５８，９５５

４　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

５　諸 収 入 ２４

１　雑 入 ２4

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ９２，１００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ６７，９２０

１　施 設 管 理 費 ６７，９２０

２　医 業 費 ２３，６８０

１　医 業 費 ２３，６８０

３　予 備 費 ５００

１　予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ９２，１００
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後期高齢者医療事業特別会計



議案第７号

令和５年度長岡市後期高齢者医療事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3, 259, 700千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ２，５２４，６４８

１　後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ２，５２4，６4８

２　使 用 料 及 び 手 数 料 １２１

１　手 数 料 １２１

３　繰 入 金 ７３１，７０６

１　一 般 会 計 繰 入 金 ７３１，７０６

４　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

５　諸 収 入 ３，２２４

１　延滞金、加算金及び過料 ３０4

２　雑 入 ２，９２０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，２５９，７００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ２９，４８８

１　総 務 管 理 費 ２７，３７７

２　保 険 料 徴 収 費 ２，１１１

２　後期高齢者医療広域連合納付金 ３，２２７，１８６

１　後期高齢者医療広域連合納付金 ３，２２７，１８６

３　諸 支 出 金 ２，９２６

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ２，９２６

４　予 備 費 １００

１　予 備 費 １００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，２５９，７００
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介護保険事業特別会計



議案第８号

令和５年度長岡市介護保険事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ29, 436, 300千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（歳出予算の流用）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を

流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　２款保険給付費の各項に計上した委託料及び負担金補助及び交付金に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　介 護 保 険 料 ５，６６２，７８１

１　介 護 保 険 料 ５，６６２，７８１

２　分 担 金 及 び 負 担 金 ６，００５

１　負 担 金 ６，００５

３　使 用 料 及 び 手 数 料 １，４９１

１　手 数 料 １，4９１

４　国 庫 支 出 金 ６，８４０，６６２

１　国 庫 負 担 金 4，９７６，７７１

２　国 庫 補 助 金 １，８６３，８９１

５　支 払 基 金 交 付 金 ７，７１０，０８１

１　支 払 基 金 交 付 金 ７，７１０，０８１

６　県 支 出 金 ４，２９２，６６１

１　県 負 担 金 4，１4０，２１９

２　県 補 助 金 １５２，4３4

３　委 託 金 ８

７　財 産 収 入 ４２

１　財 産 運 用 収 入 4２

８　繰 入 金 ４，９２１，７００

１　一 般 会 計 繰 入 金 4，１７５，０９4

２　基 金 繰 入 金 ７4６，６０６

９　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

10　諸 収 入 ８７６

１　延滞金、加算金及び過料 ５０

２　雑 入 ８２６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２９，４３６，３００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 ４０３，０８１

１　総 務 管 理 費 ２３０，０３６

２　保 険 料 徴 収 費 ２，５３９

３　介 護 認 定 事 務 費 １７０，５０６

２　保 険 給 付 費 ２８，０５２，２７９

１　介 護 給 付 費 ２８，０３２，4００

２　そ の 他 諸 費 １９，８７９

３　地 域 支 援 事 業 費 ９７５，３２９

１　介護予防・日常生活支援総合事業費 ５０７，５１６

２　包括的支援事業・任意事業費 4６６，２６２

３　そ の 他 諸 費 １，５５１

４　基 金 積 立 金 ４３

１　基 金 積 立 金 4３

５　諸 支 出 金 ４，５６８

１　償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 4，１５３

２　保 険 給 付 費 4１５

６　予 備 費 １，０００

１　予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２９，４３６，３００
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診 療 所 事 業 特 別 会 計



議案第９号

令和５年度長岡市診療所事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ291, 500千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　使 用 料 及 び 手 数 料 １４１，１９１

１　使 用 料 １３０，７１５

２　手 数 料 １０，4７６

２　県 支 出 金 ６２，６９６

１　県 補 助 金 ６２，６９６

３　財 産 収 入 ２８８

１　財 産 運 用 収 入 ２８８

４　繰 入 金 ８６，３７２

１　一 般 会 計 繰 入 金 ８６，３７２

５　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

６　諸 収 入 ９５２

１　受 託 事 業 収 入 ５１７

２　雑 入 4３５

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２９１，５００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　総 務 費 １７３，０９３

１　総 務 管 理 費 １4１，０７３

２　診 療 所 管 理 運 営 費 ３１，２１６

３　診 療 所 施 設 整 備 費 ８０4

２　医 業 費 １１３，７６２

１　医 業 費 １１３，７６２

３　公 債 費 ４，１４５

１　公 債 費 4，１4５

４　予 備 費 ５００

１　予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２９１，５００
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浄化槽整備事業特別会計



議案第10号

令和５年度長岡市浄化槽整備事業特別会計予算

　令和５年度長岡市の浄化槽整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ52, 900千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（地　方　債）

第２条　　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表　地方債」による。

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

　歳　　　入
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　分 担 金 及 び 負 担 金 ４９１

１　分 担 金 4９１

２　使 用 料 及 び 手 数 料 １４，３２０

１　使 用 料 １4，３２０

３　国 庫 支 出 金 １，０８４

１　国 庫 補 助 金 １，０８4

４　繰 入 金 ２６，４０３

１　繰 入 金 ２６，4０３

５　繰 越 金 １

１　繰 越 金 １

６　諸 収 入 １

１　雑 入 １

７　市 債 １０，６００

１　市 債 １０，６００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ５２，９００

　歳　　　出
� （単位　千円）　

款 項 金　　　　　　　　　額

１　浄 化 槽 費 ４２，２３９

１　浄 化 槽 管 理 費 ３７，０９4

２　浄 化 槽 整 備 費 ５，１4５

２　公 債 費 １０，４６１

１　公 債 費 １０，4６１

３　予 備 費 ２００

１　予 備 費 ２００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ５２，９００
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第 ２ 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

特定地域生活排水

処 理 事 業
10, 600

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年 5 . 0 ％ 以 内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率）

政府資金については、その融資条

件による。銀行その他の場合は、

その債権者と協定する。ただし、

市財政の都合により据置期間及び

償還期限を短縮もしくは繰上償還

又は借換えをすることができる。

議案第11号

令和５年度長岡市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和５年度長岡市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　処 理 世 帯 数� 106, 000　世帯

　⑵　年 間 総 処 理 水 量� 46, 900, 000　㎥　

　⑶　一日平均処理水量� 128, 493　㎥　

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦公共下水道事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ポンプ場整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　◦特定環境保全公共下水道事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　�・管渠整備事業�

・ポンプ場整備事業�
・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦農業集落排水事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 10, 374, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 377, 526　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益� 4, 927, 162　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 70, 212　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 10, 374, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 9, 674, 363　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用� 696, 699　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 2, 838　千円

　　　第　4　項　　予　　　備　　　費� 1, 000　千円
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第 ２ 表　　地 　 方 　 債

� （単位　千円）　

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

特定地域生活排水

処 理 事 業
10, 600

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

年 5 . 0 ％ 以 内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金等に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率）

政府資金については、その融資条

件による。銀行その他の場合は、

その債権者と協定する。ただし、

市財政の都合により据置期間及び

償還期限を短縮もしくは繰上償還

又は借換えをすることができる。

議案第11号

令和５年度長岡市下水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和５年度長岡市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　処 理 世 帯 数� 106, 000　世帯

　⑵　年 間 総 処 理 水 量� 46, 900, 000　㎥　

　⑶　一日平均処理水量� 128, 493　㎥　

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦公共下水道事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・ポンプ場整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　◦特定環境保全公共下水道事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　�・管渠整備事業�

・ポンプ場整備事業�
・処理場整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦農業集落排水事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・管渠整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・処理場整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 10, 374, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 377, 526　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益� 4, 927, 162　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 70, 212　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 10, 374, 900　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 9, 674, 363　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用� 696, 699　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 2, 838　千円

　　　第　4　項　　予　　　備　　　費� 1, 000　千円

―�特 20�――�特 19�―



（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

下 水 道 施 設�
整 備 事 業

2, 680, 700
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 2, 680, 700

（一時借入金）
第７条　　一時借入金の限度額は、5, 000, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経
費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　　職員給与費　　　286, 665　千円

（他会計からの補助金）
第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。
⑴　雨水処理に要する経費に対する負担金� 1, 328, 855　千円
⑵　分流式下水道等に要する経費に対する補助金� 813, 536　千円
⑶　流域下水道の建設に要する経費に対する補助金� 9, 429　千円
⑷　下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費に対する補助金� 120, 676　千円
⑸　水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費に対する補助金� 7, 245　千円
⑹　不明水の処理に要する経費に対する補助金� 52, 542　千円
⑺　普及特別対策に要する経費に対する補助金� 17, 947　千円
⑻　緊急下水道整備特定事業に要する経費に対する補助金� 2, 560　千円
⑼　農業集落排水緊急整備事業に要する経費に対する補助金� 3, 723　千円
⑽　下水道事業債（特例措置分）の企業債利子に対する補助金� 1, 292　千円
⑾　臨時財政特例債の企業債利子に対する補助金� 274　千円
⑿　補正予算債の企業債利子に対する補助金� 231　千円
⒀　下水道事業債（広域化・共同化分）の企業債利子に対する補助金� 555　千円
⒁　その他下水道事業の支出に対する補助金� 810, 311　千円
　　　　　　合　　　　　　計� 3, 169, 176　千円

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第4条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額�

3, 336, 400千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額246, 674千円、過年度分損益勘定留保資金463, 141千円、

当年度分損益勘定留保資金2, 426, 585千円及び減債積立金200, 000千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入� 5, 511, 300　千円

　　　第　１　項　　企 業 債� 2, 680, 700　千円

　　　第　２　項　　国 庫 補 助 金� 1, 674, 150　千円

　　　第　３　項　　他 会 計 出 資 金� 1, 008, 356　千円

　　　第　4　項　　負 担 金� 145, 713　千円

　　　第　５　項　　貸 付 金 回 収 金� 2, 380　千円

　　　第　６　項　　固定資産売却代金� 1　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出� 8, 847, 700　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費� 4, 669, 960　千円

　　　第　２　項　　企 業 債 償 還 金� 4, 174, 360　千円

　　　第　３　項　　投 資� 2, 380　千円

　　　第　4　項　　予 備 費� 1, 000　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費
高 見 中 継 ポ ン プ 場�
設 備 更 新 事 業

125, 000
令和５年度 20, 500

令和６年度 104, 500

資本的支出 建設改良費
下 々 条 ポ ン プ 場�
設 備 更 新 事 業

74, 000
令和５年度 15, 500

令和６年度 58, 500

資本的支出 建設改良費
渋 海 第 一 ポ ン プ 場�
設 備 更 新 事 業

127, 000
令和５年度 21, 000

令和６年度 106, 000
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事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　 　 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 10,374,900

１　営 業 費 用 9,674,363

１　管 渠 費 579, 973

２　ポ ン プ 場 費 94, 028

３　処 理 場 費 1, 844, 332

4　 544, 634

５　業 務 費 271, 964

６　総 係 費 225, 951

７　減 価 償 却 費 6, 055, 981

８　資 産 減 耗 費 57, 500

２　営 業 外 費 用 696,699

１　 　 616, 699

２　消費税及び地方消費税 80, 000

３　特 別 損 失 2,838

１　固 定 資 産 売 却 損 10

２　過 年 度 損 益 修 正 損 2, 240

３　そ の 他 特 別 損 失 588

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000

流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ５ 年 度 長 岡 市 下 水 道
　 　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 10,374,900

１　営 業 収 益 5,377,526

１　下 水 道 使 用 料 4, 048, 389

２　他 会 計 負 担 金 1, 328, 855

３　そ の 他 営 業 収 益 282

２　営 業 外 収 益 4,927,162

１　他 会 計 補 助 金 1, 840, 321

２　国 庫 補 助 金 20, 000

３　県 補 助 金 10, 000

4　長期前受金戻入収益 2, 975, 581

５　雑 収 益 81, 260

３　特 別 利 益 70,212

１　固 定 資 産 売 却 益 10

２　過 年 度 損 益 修 正 益 70, 199

３　そ の 他 特 別 利 益 3
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議案第12号

令和５年度長岡市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和５年度長岡市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 109, 900　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 32, 139, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 87, 811　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 5, 859, 600　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 332, 585　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益� 527, 004　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 5, 586, 000　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 5, 303, 757　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 費 用� 271, 143　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 1, 100　千円

　　　第　4　項　　予 備 費� 10, 000　千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 5,511,300

１　企 業 債 2,680,700

１　企 業 債 2, 680, 700

２　国 庫 補 助 金 1,674,150

１　国 庫 補 助 金 1, 674, 150

３　他会計出資金 1,008,356

１　他 会 計 出 資 金 1, 008, 356

４　負 担 金 145,713

１　工 事 負 担 金 112, 500

２　受 益 者 負 担 金 28, 413

３　受 益 者 分 担 金 4, 800

５　貸付金回収金 2,380

１　　 2, 380

６　 1

１　固 定 資 産 売 却 代 金 1

水 洗 便 所 改 造 資 金
貸 付 金 回 収 金

固 定 資 産
売 却 代 金

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 8,847,700

１　建 設 改 良 費 4,669,960

１　事 務 費 135, 217

２　資 産 購 入 費 5, 922

３　管 路 整 備 費 1, 520, 220

4　ポ ン プ 場 整 備 費 1, 283, 842

５　処 理 場 整 備 費 1, 587, 100

６　流域下水道建設負担金 137, 659

２　企業債償還金 4,174,360

１　企 業 債 償 還 金 4, 174, 360

３　投 資 2,380

１　水洗便所改造資金貸付金 2, 380

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000
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議案第12号

令和５年度長岡市水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和５年度長岡市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 109, 900　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 32, 139, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 87, 811　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水施設整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 5, 859, 600　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 5, 332, 585　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益� 527, 004　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 5, 586, 000　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 5, 303, 757　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 費 用� 271, 143　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 1, 100　千円

　　　第　4　項　　予 備 費� 10, 000　千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 5,511,300

１　企 業 債 2,680,700

１　企 業 債 2, 680, 700

２　国 庫 補 助 金 1,674,150

１　国 庫 補 助 金 1, 674, 150

３　他会計出資金 1,008,356

１　他 会 計 出 資 金 1, 008, 356

４　負 担 金 145,713

１　工 事 負 担 金 112, 500

２　受 益 者 負 担 金 28, 413

３　受 益 者 分 担 金 4, 800

５　貸付金回収金 2,380

１　　 2, 380

６　 1

１　固 定 資 産 売 却 代 金 1

水 洗 便 所 改 造 資 金
貸 付 金 回 収 金

固 定 資 産
売 却 代 金

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 8,847,700

１　建 設 改 良 費 4,669,960

１　事 務 費 135, 217

２　資 産 購 入 費 5, 922

３　管 路 整 備 費 1, 520, 220

4　ポ ン プ 場 整 備 費 1, 283, 842

５　処 理 場 整 備 費 1, 587, 100

６　流域下水道建設負担金 137, 659

２　企業債償還金 4,174,360

１　企 業 債 償 還 金 4, 174, 360

３　投 資 2,380

１　水洗便所改造資金貸付金 2, 380

４　予 備 費 1,000

１　予 備 費 1, 000

―�特 26�――�特 25�―



（企　業　債）

第６条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

上 水 道 施 設
整 備 事 業

1, 661, 400
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 1, 661, 400

（一時借入金）

第７条　　一時借入金の限度額は、500, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　1, 010, 175　千円

（他会計からの補助金）

第10条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴　西部丘陵水道建設事業に伴う企業債利子補助� 993　千円

⑵　大積地区水道建設事業に伴う企業債利子補助� 739　千円

⑶　太田地区水道建設事業に伴う企業債利子補助� 2, 964　千円

⑷　西部丘陵東地区配水管整備事業に伴う企業債利子補助� 186　千円

⑸　西部丘陵東地区産業ゾーン（第２期）配水管布設事業に伴う企業債利子補助� 149　千円

⑹　児童手当に対する負担金� 5, 758　千円

　　　　　　合　　　　　　計� 10, 789　千円

（たな卸資産購入限度額）

第11条　　たな卸資産の購入限度額は、61, 046千円と定める。

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第4条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

3, 491, 500千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額290, 933千円、当年度分損益勘定留保資金1, 810, 370千

円及び減債積立金1, 390, 197千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入� 1, 924, 500　千円

　　　第　１　項　　企 業 債� 1, 661, 400　千円

　　　第　２　項　　国 庫 補 助 金� 46, 000　千円

　　　第　３　項　　出 資 金� 62, 016　千円

　　　第　4　項　　工 事 負 担 金� 155, 084　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出� 5, 416, 000　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費� 3, 922, 756　千円

　　　第　２　項　　企 業 債 償 還 金� 1, 475, 754　千円

　　　第　３　項　　国庫補助金返還金� 7, 490　千円

　　　第　4　項　　予 　 備 　 費� 10, 000　千円

（継　続　費）

第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

款 項 事　　業　　名 総　　額 年　　度 年 割 額

資本的支出 建設改良費 妙 見 浄 水 場 ２ 号 濃 縮 槽�
機 械 設 備 更 新 事 業 300, 000

令和５年度 179, 000

令和６年度 121, 000

資本的支出 建設改良費 三 島 ポ ン プ 場 建 設 事 業 942, 000
令和５年度 370, 600

令和６年度 571, 400

資本的支出 建設改良費 石 動 減 圧 弁 更 新 事 業 417, 450
令和５年度 140, 000

令和６年度 277, 450

資本的支出 建設改良費 不 動 沢 浄 水 場�
電 気 設 備 更 新 事 業 60, 000

令和５年度 30, 000

令和６年度 30, 000

資本的支出 建設改良費 大島ポンプ場自家発電設備�
更 新 事 業 545, 000

令和５年度 210, 000

令和６年度 335, 000
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事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 5,586,000

１　営 業 費 用 5,303,757

１　原 水 及 び 浄 水 費 1, 292, 328

２　配 水 費 764, 492

３　給 水 費 282, 540

4　受 託 工 事 費 814

５　業 務 費 341, 319

６　総 係 費 322, 895

７　減 価 償 却 費 2, 248, 026

８　資 産 減 耗 費 51, 343

２　営 業 外 費 用 271,143

１　 197, 367

２　雑 支 出 3, 776

３　消費税及び地方消費税 70, 000

３　特 別 損 失 1,100

１　過 年 度 損 益 修 正 損 1, 100

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ５ 年 度 長 岡 市 水 道
　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 5,859,600

１　営 業 収 益 5,332,585

１　給 水 収 益 4, 989, 876

２　受 託 工 事 収 益 854

３　加 入 金 84, 583

4　下 水 道 受 託 収 益 219, 018

５　そ の 他 営 業 収 益 38, 254

２　営 業 外 収 益 527,004

１　受取利息及び配当金 211

２　他 会 計 補 助 金 10, 789

３　長期前受金戻入収益 483, 735

4　雑 収 益 32, 269

３　特 別 利 益 11

１　過 年 度 損 益 修 正 益 11
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資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 1,924,500

１　企 業 債 1,661,400

１　企 業 債 1, 661, 400

２　国 庫 補 助 金 46,000

１　国 庫 補 助 金 46, 000

３　出 資 金 62,016

１　出 資 金 62, 016

４　工 事 負 担 金 155,084

１　工 事 負 担 金 155, 084

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 5,416,000

１　建 設 改 良 費 3,922,756

１　事 務 費 117, 263

２　資 産 購 入 費 40, 000

３　原 浄 水 施 設 費 402, 330

4　給 配 水 施 設 費 3, 362, 173

５　業 務 施 設 費 990

２　企業債償還金 1,475,754

１　企 業 債 償 還 金 1, 475, 754

３　 7,490

１　国 庫 補 助 金 返 還 金 7, 490

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

国 庫 補 助 金 
返 還 金

議案第13号

令和５年度長岡市簡易水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和５年度長岡市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 2, 500　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 883, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 2, 413　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦導水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 540, 700　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 140, 908　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益� 399, 781　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 540, 700　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 515, 570　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用� 19, 252　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 5, 378　千円

　　　第　4　項　　予　　　備　　　費� 500　千円
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簡 易 水 道 事 業 会 計



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 1,924,500

１　企 業 債 1,661,400

１　企 業 債 1, 661, 400

２　国 庫 補 助 金 46,000

１　国 庫 補 助 金 46, 000

３　出 資 金 62,016

１　出 資 金 62, 016

４　工 事 負 担 金 155,084

１　工 事 負 担 金 155, 084

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 5,416,000

１　建 設 改 良 費 3,922,756

１　事 務 費 117, 263

２　資 産 購 入 費 40, 000

３　原 浄 水 施 設 費 402, 330

4　給 配 水 施 設 費 3, 362, 173

５　業 務 施 設 費 990

２　企業債償還金 1,475,754

１　企 業 債 償 還 金 1, 475, 754

３　 7,490

１　国 庫 補 助 金 返 還 金 7, 490

４　予 備 費 10,000

１　予 備 費 10, 000

国 庫 補 助 金 
返 還 金

議案第13号

令和５年度長岡市簡易水道事業会計予算

（総　　則）

第１条　　令和５年度長岡市簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給 水 戸 数� 2, 500　戸

　⑵　年 間 総 給 水 量� 883, 000　㎥

　⑶　一 日 平 均 給 水 量� 2, 413　㎥

　⑷　主要な建設改良事業　　　　　◦浄水施設整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦導水管整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　◦送配水管整備事業

（収益的収入及び支出）

第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　事 業 収 益� 540, 700　千円

　　　第　１　項　　営 業 収 益� 140, 908　千円

　　　第　２　項　　営 業 外 収 益� 399, 781　千円

　　　第　３　項　　特 別 利 益� 11　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　事 業 費 用� 540, 700　千円

　　　第　１　項　　営 業 費 用� 515, 570　千円

　　　第　２　項　　営　業　外　費　用� 19, 252　千円

　　　第　３　項　　特 別 損 失� 5, 378　千円

　　　第　4　項　　予　　　備　　　費� 500　千円
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（他会計からの補助金）

第９条　　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

⑴　建設事業等に伴う企業債利子補助� 19, 144　千円

⑵　その他簡易水道事業の支出に対する補助� 304, 586　千円

⑶　児童手当に対する負担金� 1, 140　千円

　　　　　　合　　　　　　計� 324, 870　千円

（たな卸資産購入限度額）

第10条　　たな卸資産の購入限度額は、1, 790千円と定める。

　　令和５年３月２日提出

� 長岡市長　　磯　田　達　伸

（資本的収入及び支出）

第4条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額205, 800

千円は過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額15, 333千円、当年度分損益勘定留保資金160, 002千円及び減債積

立金30, 465千円で補てんするものとする。）

収　　　　　　　　　　入

　第　１　款　　資 本 的 収 入� 323, 800　千円

　　　第　１　項　　企 業 債� 300, 300　千円

　　　第　２　項　　工 事 負 担 金� 23, 500　千円

支　　　　　　　　　　出

　第　１　款　　資 本 的 支 出� 529, 600　千円

　　　第　１　項　　建 設 改 良 費� 331, 210　千円

　　　第　２　項　　企 業 債 償 還 金� 197, 890　千円

　　　第　３　項　　予 備 費� 500　千円

（企　業　債）

第５条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

� （単位　千円）　

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　　還　　の　　方　　法

簡 易 水 道 施 設�
整 備 事 業

300, 300
普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年 5.0 ％ 以 内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金等に
ついて、利率の見
直しを行った後に
おいては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、その融資条件に
よる。銀行その他の場合は、その債権
者と協定する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期限を短
縮もしくは繰上償還又は借換えをす
ることができる。

計 300, 300

（一時借入金）

第６条　　一時借入金の限度額は、200, 000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でこれらの経費の各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費　　60, 671　千円
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事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
及 　 び 　 支 　 出 　 　 　
　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 費 用 540,700

１　営 業 費 用 515,570

１　原 水 及 び 浄 水 費 146, 530

２　配 水 費 97, 729

３　給 水 費 19, 825

4　受 託 工 事 費 110

５　業 務 費 3, 572

６　総 係 費 13, 640

７　減 価 償 却 費 230, 941

８　資 産 減 耗 費 3, 223

２　営 業 外 費 用 19,252

１　 　 19, 176

２　雑 支 出 76

３　特 別 損 失 5,378

１　過 年 度 損 益 修 正 損 330

２　そ の 他 特 別 損 失 5, 048

４　予 備 費 500

１　予 備 費 500

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令 和 ５ 年 度 長 岡 市 簡 易 水 道
　 　 収 　 益 　 的 　 収 　 入

　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　事 業 収 益 540,700

１　営 業 収 益 140,908

１　給 水 収 益 133, 796

２　受 託 工 事 収 益 115

３　加 入 金 198

4　下 水 道 受 託 収 益 4, 687

５　そ の 他 営 業 収 益 2, 112

２　営 業 外 収 益 399,781

１　他 会 計 補 助 金 324, 870

２　長期前受金戻入収益 74, 174

３　雑 収 益 736

4　 　 1

３　特 別 利 益 11

１　過 年 度 損 益 修 正 益 11

消 費 税 及 び�
地 方 消 費 税 還 付 金

―�特 36�――�特 35�―



資 本 的 収 入 及 び 支 出
　収　　　入� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 収 入 323,800

１　企 業 債 300,300

１　企 業 債 300, 300

２　工 事 負 担 金 23,500

１　工 事 負 担 金 23, 500

　支　　　出� （単位　千円）

款 項 目 予　 定 　額 備　　　　考

１　資 本 的 支 出 529,600

１　建 設 改 良 費 331,210

１　原 浄 水 施 設 費 127, 300

２　給 配 水 施 設 費 203, 910

２　企業債償還金 197,890

１　企 業 債 償 還 金 197, 890

３　予 備 費 500

１　予 備 費 500

―�特 37�―




